
宮崎県行財政改革懇談会設置要綱

平成７年５月１９日
総 務 部

（設置）
第１条 行財政運営全般にわたり有識者から広く意見を求め、本県における行財政改革の
推進に資するため、宮崎県行財政改革懇談会（以下「懇談会」という。）を設置する。

（検討事項）
第２条 懇談会は、次に掲げる事項について検討を行う。
（１）県の行財政改革に関する大綱の策定及び実施に関すること。
（２）その他行財政改革の推進に関すること。

（構成）
第３条 懇談会は、別表に掲げる委員をもって構成する。

（任期等）
第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と
する。

２ 委員は、再任されることができる。

（会議）
第５条 懇談会は、知事が招集する。
２ 懇談会に座長を置き、委員の互選によりこれを定める。
３ 座長は、懇談会を主宰する。
４ 座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、委員のうちから互選された者がそ
の職務を代理する。

５ 知事は、必要があると認めるときは、知事が指定する特定の委員のみによる部会を開
催することができる。

（庶務）
第６条 懇談会の庶務は、宮崎県総務部人事課行政改革推進室において処理する。

（委任）
第７条 この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、知事が別に定
める。

附 則
１ この要綱は、平成７年５月19日から施行する。
２ 行政改革懇話会設置要綱（昭和56年１月27日定め）は、廃止する。

附 則
この要綱は、平成15年８月15日から施行する。
附 則

この要綱は、平成16年１月１日から施行する。
附 則

この要綱は、平成16年12月１日から施行する。
附 則

この要綱は、平成17年１月12日から施行する。
附 則

この要綱は、平成17年４月１日から施行する。
附 則

この要綱は、平成18年１月１日から施行する。
附 則

この要綱は、平成18年８月９日から施行する。
附 則

この要綱は、平成18年９月６日から施行する。
附 則

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。
附 則

この要綱は、平成21年10月８日から施行する。
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附 則
この要綱は、平成22年４月５日から施行する。
附 則

この要綱は、平成22年６月29日から施行する。
附 則

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。
附 則

この要綱は、平成24年６月１5日から施行する。
附 則

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。
附 則

この要綱は、平成27年６月22日から施行する。
附 則

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。
附 則

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。
附 則

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。
附 則

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。
附 則

（施行期日）
１ この要綱は、令和元年11月１日から施行する。
（経過措置）

２ この要綱の施行の際現に委嘱されている委員の任期は、改正後の要綱第３条第２項の規定にかか
わらず、令和２年３月31日までとする。
附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
附 則

この要綱は、令和２年８月５日から施行する。

別表（第３条関係）

氏 名 職 名

奥口 一人 （公募による選任）

黒木 定藏 宮崎県町村会会長（西米良村長）

黒田 奈々 ＮＰＯ法人ドロップインセンター副理事長

髙妻 和寛 公認会計士

税田 倫子 株式会社グローバル・クリーン専務取締役

四方 由美 宮崎公立大学教授

末崎 和彦 宮崎日日新聞社論説委員長

杉山 智行 一般財団法人みやぎん経済研究所主任研究員

土田 博 南九州短期大学教授

中川 育江 日本労働組合総連合会宮崎県連合会会長

中島 隆志 （公募による選任）

馬場 愛子 中小企業診断士

山口 和子 株式会社ポップミックス代表取締役



山口 節子 宮崎県商工会議所女性会連合会理事

（五十音順）


